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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第95期

第１四半期
連結累計期間

第96期
第１四半期
連結累計期間

第95期

会計期間
自 2017年４月１日
至 2017年６月30日

自 2018年４月１日
至 2018年６月30日

自 2017年４月１日
至 2018年３月31日

売上高 （百万円） 22,208 23,238 92,177

経常利益 （百万円） 2,476 1,929 7,164

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 2,135 1,341 5,293

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 1,516 △475 6,463

純資産額 （百万円） 54,233 57,406 59,169

総資産額 （百万円） 125,412 127,931 133,706

１株当たり四半期（当期）

純利益
（円） 207.28 130.24 513.91

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 43.2 44.9 44.3

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４．当社は2017年10月１日付で普通株式10株を１株に併合しております。第95期の期首に当該株式併合が行われた

と仮定し、１株当たり四半期（当期）純利益を算定しております。

 

 

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

なお、当第１四半期連結会計期間より報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第４　経理の状況　

１　四半期連結財務諸表　注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記

載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

（1）業績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、原材料価格の上昇などの懸念材料があるなかで、企業

収益や設備投資需要は底堅く、回復基調を維持しました。海外においては、地政学リスクや保護主義政策によ

る政治的な混乱など、先行き不透明感が強まったものの、経済面においては緩やかな景気拡大が続きました。

当社グループを取り巻く環境は、モビリティ分野を中心に概ね堅調に推移しました。

このようななか、当第１四半期連結累計期間の売上高は232億38百万円（前年同期比4.6％増）、営業利益

は17億39百万円（前年同期比24.2％減）、経常利益は19億29百万円（前年同期比22.1％減）、親会社株主に帰

属する四半期純利益は13億41百万円（前年同期比37.2％減）となりました。

 

セグメントの業績は次のとおりであります。

なお、当第１四半期連結会計期間より、報告セグメントの区分を変更しております。前年同期比較につき

ましては、前年同期の数値を変更後のセグメント区分に組替えた数値で比較しております。詳細は、「第４　

経理の状況　１　四半期連結財務諸表　注記事項（セグメント情報等）」をご参照ください。

また、セグメント間の取引については相殺消去して記載しております。

 

（デバイス事業）

デバイス事業の売上高は87億９百万円（前年同期比4.0％増）、営業利益は12億51百万円（前年同期比

1.0％増）となりました。

自動車市場では、電子化の進展による半導体需要の高まりが続き、好調に推移しました。産業機器市場

では、自動化・省人化投資などが引き続き底堅く、家電市場では空調機向けや照明向けなどが堅調だったこ

とで、増収となりました。損益面においては、円高の影響や、増産投資にともなう減価償却費の増加などが

あったものの、増収により増益となりました。

 

（電装事業）

電装事業の売上高は127億49百万円（前年同期比5.0％増）、営業利益は20億13百万円（前年同期比

11.8％減）となりました。

主力の二輪向け製品は、アセアンにおいては底堅い市況を背景に概ね堅調に推移し、インドでは市場の

拡大が続くなか、新製品の立ち上がりも寄与し、大きく伸長しました。また、四輪向け製品なども好調に推

移し、全体では増収となりました。損益面においては、増収の効果はあったものの、製品構成の変化やアジ

ア通貨安の影響で減益となりました。

 

（その他）

その他の売上高は17億79百万円（前年同期比5.2％増）、営業損失は３億46百万円（前年同期は４億15百

万円の損失）となりました。
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（2）財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末の総資産は1,279億31百万円（前期末比57億75百万円減）となりました。これ

は、主に現金及び預金や受取手形及び売掛金が減少したことなどによるものであります。

また、負債は705億25百万円（前期末比40億12百万円減）となりました。これは、主に長期借入金や賞与引

当金が減少したことなどによるものであります。

純資産は574億６百万円（前期末比17億62百万円減）となり、自己資本比率は44.9％となりました。

以上の結果、１株当たり純資産は5,573円46銭となりました。

 

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等

（会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。

当社は上記の基本方針の実現に資する取り組みのひとつとして、不適切な者によって当社の財務および事業

の方針の決定が支配されることを未然に防止すべく、「当社株式の大量買付行為への対応方針（買収防衛

策）」を導入しており、2016年６月29日開催の第92回定時株主総会にて、内容を一部変更した上で継続のご承

認をいただいております。

当該防衛策の主旨について、当社取締役会としては、(i) 当該買収防衛策が、株主が適切な判断を行うため

に、株主に対し大量買付を行おうとする者と当社取締役会双方から必要かつ十分な情報が提供されることを目

的としており、最終的に株主の自由な意思を尊重する当社の基本方針に沿うものであること、(ii) 当該買収

防衛策が、当社株主総会で承認され、またその後の変更または廃止についても株主総会の決議に従うこととさ

れており、当社の株主意思を尊重し株主共同の利益を損なうものでないこと、(iii) 当該買収防衛策が、いわ

ゆるデッドハンド型やスローハンド型の買収防衛策ではなく、発動にあたっても予め定められた合理的かつ客

観的な発動要件が充足されなければ発動されないように設定されており、当社取締役会による恣意的な発動を

防止するための仕組みを確保しているとともに、大量買付を行おうとする者の行為が当社の企業価値ひいては

株主共同の利益を著しく損なうか否かの検討および判断が必要な場合は、当社から独立した第三者（ファイナ

ンシャル・アドバイザー、公認会計士、弁護士、コンサルタントその他の専門家）の助言を得ることにより、

当社取締役会による判断の公正さ・客観性をより強く担保する仕組みとしていることから、当社役員の地位の

維持を目的とするものではないと判断しております。

 

（4）研究開発活動

当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、13億38百万円であります。

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありませ

ん。

 

３【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 31,000,000

Ａ種優先株式 5,000,000

Ｂ種優先株式 5,000,000

計 31,000,000

（注）１．当社の発行可能種類株式は、それぞれ普通株式31,000,000株、Ａ種優先株式5,000,000株、Ｂ種優先株

式5,000,000株であり、合計では41,000,000株となりますが、発行可能株式総数は、31,000,000株とす

る旨定款に規定しております。なお、発行可能種類株式の合計と発行可能株式総数との一致について

は、会社法上要求されておりません。

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）

(2018年６月30日)

提出日現在発行数（株）
(2018年８月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 10,338,884 10,338,884
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数は100株

であります。

計 10,338,884 10,338,884 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　　　　　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　　　　　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数

（千株）

発行済株式総数
残高

（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高
（百万円）

2018年４月１日～
2018年６月30日

－ 10,338 － 17,823 － 6,031

 

（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないた

め、記載することができないことから、直前の基準日（2018年３月31日）に基づく株主名簿による記載をし

ております。

 

①【発行済株式】

2018年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　　　　38,900
－ 単元株式数100株

完全議決権株式（その他） 普通株式　　10,260,500 102,605
同上

（注）

単元未満株式 普通株式　　　　39,484 － －

発行済株式総数 10,338,884 － －

総株主の議決権 － 102,605 －

（注）「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が100株（議決権１個）

含まれております。

 

②【自己株式等】

2018年３月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

新電元工業株式会社

東京都千代田区

大手町２丁目２－１

普通株式

38,900
－

普通株式

38,900
0.37

計 －
普通株式

38,900
－

普通株式

38,900
0.37

（注）１．上記のほか株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に保有していない株式が100株（議決権

１個）あります。なお、当該株式数は上記「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」欄の普通株

式に含めております。

２．当第１四半期会計期間末の自己名義所有株式数は、38,900株であります。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（2018年４月１日から2018

年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2018年４月１日から2018年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。なお、EY新日本有限責任監査法人

は2018年７月１日をもって新日本有限責任監査法人から名称変更しております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2018年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2018年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 33,058 30,660

受取手形及び売掛金 19,336 18,499

有価証券 7,000 7,000

商品及び製品 7,243 7,092

仕掛品 3,709 4,223

原材料及び貯蔵品 9,094 8,866

その他 3,981 2,292

貸倒引当金 △20 △18

流動資産合計 83,403 78,617

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 8,295 8,116

機械装置及び運搬具（純額） 7,642 8,062

土地 5,878 5,812

リース資産（純額） 836 958

建設仮勘定 1,540 1,451

その他（純額） 1,742 1,712

有形固定資産合計 25,936 26,114

無形固定資産   

ソフトウエア 972 1,037

リース資産 6 4

その他 696 575

無形固定資産合計 1,675 1,617

投資その他の資産   

投資有価証券 16,032 14,849

繰延税金資産 6,016 6,105

その他 688 674

貸倒引当金 △46 △46

投資その他の資産合計 22,690 21,582

固定資産合計 50,303 49,314

資産合計 133,706 127,931
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2018年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2018年６月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 14,495 15,060

短期借入金 7,425 7,237

1年内償還予定の社債 500 600

リース債務 257 276

未払法人税等 933 119

賞与引当金 1,132 －

その他 6,564 5,645

流動負債合計 31,308 28,940

固定負債   

社債 4,775 4,625

長期借入金 17,025 15,500

リース債務 658 766

繰延税金負債 100 100

退職給付に係る負債 16,084 16,080

製品保証引当金 4,414 4,341

資産除去債務 142 142

その他 29 28

固定負債合計 43,228 41,584

負債合計 74,537 70,525

純資産の部   

株主資本   

資本金 17,823 17,823

資本剰余金 7,738 7,738

利益剰余金 33,106 33,160

自己株式 △143 △143

株主資本合計 58,524 58,578

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 3,632 2,722

為替換算調整勘定 △710 △1,684

退職給付に係る調整累計額 △2,278 △2,209

その他の包括利益累計額合計 644 △1,172

純資産合計 59,169 57,406

負債純資産合計 133,706 127,931
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（２）【四半期連結損益及び包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間

(自　2017年４月１日
　至　2017年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2018年４月１日
　至　2018年６月30日)

売上高 22,208 23,238

売上原価 16,855 18,067

売上総利益 5,353 5,171

販売費及び一般管理費 3,057 3,431

営業利益 2,295 1,739

営業外収益   

受取利息 20 28

受取配当金 109 125

受取ロイヤリティー 50 22

持分法による投資利益 105 159

その他 44 39

営業外収益合計 329 374

営業外費用   

支払利息 83 66

為替差損 37 64

その他 28 53

営業外費用合計 149 184

経常利益 2,476 1,929

特別損失   

事業構造改善費用 － 162

特別損失合計 － 162

税金等調整前四半期純利益 2,476 1,767

法人税、住民税及び事業税 269 141

法人税等調整額 71 283

法人税等合計 340 425

四半期純利益 2,135 1,341

（内訳）   

親会社株主に帰属する四半期純利益 2,135 1,341

非支配株主に帰属する四半期純利益 － －

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △248 △910

為替換算調整勘定 △442 △951

退職給付に係る調整額 72 68

持分法適用会社に対する持分相当額 0 △22

その他の包括利益合計 △618 △1,816

四半期包括利益 1,516 △475

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 1,516 △475

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

（追加情報）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を当第１四半期

連結会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定

負債の区分に表示しております。

 

 

（四半期連結貸借対照表関係）

四半期連結財務諸表提出会社は、次の相手先の借入に対し支払保証を行っております。

 
前連結会計年度

（2018年３月31日）
当第１四半期連結会計期間

（2018年６月30日）

従業員住宅資金借入口 45百万円 44百万円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。

なお、第１四半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであ

ります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 2017年４月１日
至 2017年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 2018年４月１日
至 2018年６月30日）

減価償却費 1,039百万円 1,123百万円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自 2017年４月１日　至 2017年６月30日）

１．配当に関する事項

（1）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2017年６月29日

定時株主総会
普通株式 1,287 12.50 2017年３月31日 2017年６月30日 利益剰余金

（注）2017年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合をもって株式併合を実施しております。2017年３月期

の１株当たり配当額につきましては、当該株式併合前の実際の配当額を記載しております。

 

（2）基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力

発生日が当四半期連結会計期間末の末日後となるもの

該当事項はありません。

２．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自 2018年４月１日　至 2018年６月30日）

１．配当に関する事項

（1）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年６月28日

定時株主総会
普通株式 1,287 125.00 2018年３月31日 2018年６月29日 利益剰余金

 

（2）基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力

発生日が当四半期連結会計期間末の末日後となるもの

該当事項はありません。

２．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自 2017年４月１日　至 2017年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益及び包
括利益計算
書計上額
（注）３

 
デバイス
事業

電装事業 計

売上高        

外部顧客への売上高 8,374 12,142 20,516 1,691 22,208 － 22,208

セグメント間の内部売上

高又は振替高
1,351 3 1,355 － 1,355 △1,355 －

計 9,725 12,146 21,872 1,691 23,563 △1,355 22,208

セグメント利益又は

損失（△）
1,240 2,281 3,521 △415 3,106 △810 2,295

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、エネルギーシステム事業及

びソレノイド事業等を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失の調整額△810百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用が含

まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費等であります。

３．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益及び包括利益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

該当事項はありません。

 

（のれんの金額の重要な変動）

該当事項はありません。

 

（重要な負ののれん発生益）

該当事項はありません。
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Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自 2018年４月１日　至 2018年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益及び包
括利益計算
書計上額
（注）３

 
デバイス
事業

電装事業 計

売上高        

外部顧客への売上高 8,709 12,749 21,459 1,779 23,238 － 23,238

セグメント間の内部売上

高又は振替高
1,595 9 1,604 － 1,604 △1,604 －

計 10,304 12,759 23,064 1,779 24,843 △1,604 23,238

セグメント利益又は

損失（△）
1,251 2,013 3,265 △346 2,919 △1,179 1,739

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、エネルギーシステム事業及

びソレノイド事業等を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失の調整額△1,179百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用が

含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費等であります。

３．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益及び包括利益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

該当事項はありません。

 

（のれんの金額の重要な変動）

該当事項はありません。

 

（重要な負ののれん発生益）

該当事項はありません。

 

３．報告セグメントの変更等に関する事項

　当第１四半期連結会計期間より従来の報告セグメントである「デバイス事業」、「電装事業」及び「新

エネルギー事業」から「デバイス事業」及び「電装事業」の２つを報告セグメントとしております。

　「デバイス事業」は、ダイオード、サイリスタ、ＭＯＳＦＥＴ、高耐圧パワーＩＣ及びパワーモジュー

ルなどを生産しております。「電装事業」は、二輪車用電装品、四輪車用電装品及び汎用インバータなど

を生産しております。また、従来「新エネルギー事業」に区分していた、太陽光発電向けパワーコンディ

ショナ、蓄電システム、ＥＶ用充電器、情報・通信機器用電源装置などは、「エネルギーシステム事業」

としており、当該事業は収益規模等に見合った組織体制へと変更をしたため、「その他」の区分に含めて

おります。

　なお、前第１四半期連結累計期間のセグメント情報については変更後の区分方法により作成したものを

記載しております。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 2017年４月１日
至 2017年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 2018年４月１日
至 2018年６月30日）

１株当たり四半期純利益 207円28銭 130円24銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益（百万円） 2,135 1,341

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益（百

万円）
2,135 1,341

普通株式の期中平均株式数（千株） 10,301 10,299

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．当社は2017年10月１日付で普通株式10株を１株に併合しております。前連結会計年度の期首に当該株式併合

が行われたと仮定し、１株当たり四半期純利益を算出しております。

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

2018年８月10日

新 電 元 工 業 株 式 会 社

取 締 役 会　 御 中

 

EY新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
　業務執行社員

 公認会計士 麻生 和孝　　 ㊞

 

 

 
指定有限責任社員
　業務執行社員

 公認会計士 定留 尚之　　 ㊞

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている新電元工業株

式会社の2018年４月１日から2019年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2018年４月１日から2018

年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2018年４月１日から2018年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益及び包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行っ

た。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、新電元工業株式会社及び連結子会社の2018年６月30日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

　　以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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